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２．省エネルギー性能の検証のための計量区分 

省エネルギー性能の検証を行うためには、運用段階で適切な計量区分による施設の消

費エネルギー量を把握することが大切である。 

そのため設計に反映する計量区分の目安を次に示す。計量区分は施設規模に応じて検

討する。 

なお、必ずしも計器を設置する必要はなく、計量値と定格値や運転時間などから算出

できる場合についても、計量区分を満足するものとする。（下記「※計器を設置しない

場合の算出方法」参照） 

 

 

 

※計器を設置しない場合の算出方法 

【空調熱源用エネルギー】  

空調熱源用エネルギーとは、冷凍機、冷温水発生機、ボイラーのような熱源機本体

と、冷却塔、冷却水ポンプ、熱交換器など、熱源機器を運転するために必要な周辺機器

で消費されるエネルギーの総和を指す。 
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＜計器が設置されていない場合＞ 

（設備機器のエネルギー消費量） 

＝（１時間当たりの機器消費エネルギー） × （年間の運転時間） 

 

１時間当たりの機器消費エネルギーは、機器の負荷率より機器特性データから推定す

る。冷凍機の場合、熱出力が計測記録されていれば、定格出力との比から負荷率を求

め、部分負荷特性曲線からエネルギー消費量を推定する。 

熱出力が熱量で計測されていない場合は、往還の冷水温度差に流量を乗じて熱量を算

定する。 

 

【空調搬送用エネルギー】 

空調搬送用エネルギーとは、冷凍機やボイラーなどの熱源機器から空調機などに冷温

水を供給する冷温水ポンプなどで消費されるエネルギーの総和を指す。 

 

＜計器が設置されていない場合＞ 

（設備機器のエネルギー消費量）＝（定格消費電力） × （年間の運転時間） 

 

冷温水ポンプの運転時間は、空調機の制御が３方弁制御の場合、空調時間と等しいと

し、２方弁制御の場合は、負荷率から推定する。 

 

【照明コンセント用エネルギー】 

（照明用エネルギー消費量）＝（照明器具の定格消費電力） × （年間の点灯時間） 

 

部分点滅制御、昼光制御、調光制御の場合は平均点灯率を算定する。 

（コンセント用エネルギー消費量） 

＝（照明コンセント用エネルギー消費量） － （照明用エネルギー消費量） 

 

【換気、衛生用エネルギー】 

換気、衛生用エネルギーとは、空調用ファン、換気ファン、給水ポンプ、排水ポン

プ、給湯ポンプなどの消費エネルギーの総和を指す。 

 

＜計器が設置されていない場合＞ 

（設備機器のエネルギー消費量）＝（定格消費電力） × （年間の運転時間） 

 

運転時間の記録がない場合は、（水の使用量）÷（ポンプの定格電流）から算出す

る。 

 

【搬送用エネルギー】  

エレベータ・エスカレータの消費エネルギーの総和を指す。 

 

＜計器が設置されていない場合＞ 

（エレベータのエネルギー消費量） 

＝  １／８６０×（定格積載荷重）×（定格速度）×（制御方式による係数）×（想

定運転時間） 

想定運転時間は起動回数の履歴から想定する。 

 

エスカレータの消費エネルギー量は人感センサーの運転制御を除き、 

（定格消費電力）×（年間の運転時間）により算出する。  
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３．施設引き渡し時の施設管理者への引継ぎ 

施設が完成した後、その環境性能を設計通りに発揮するためには、施設管理者にその 

設計意図、操作方法などを適切に引き継ぎ、施設管理者が適切に運用できるようにする

ことが重要である。 

取扱い説明を行うときは、引継ぎを受ける側の立場に立って、次の点に留意し、分か

りやすい説明を行うよう努める。 

また、現地での取扱い説明を実施した後においても、施設管理者が維持管理や機器の 

操作方法について疑問があれば相談に応じる体制を整えておく。 

 

○環境配慮整備項目の維持管理のポイント 

屋上緑化、保水性舗装、ブラインド等について維持管理のポイントをまとめる。 

 

○省エネ設備機器の概要 

各設備の操作にあたり、省エネルギーのため必要不可欠な事項をまとめる。 

① 空調設備 

        システム概略図、発停方法、夏季・冬季の運転方法、省エネのための工夫等 

② 給排水設備 

        システム概略図、省エネのための工夫等 

③ 電気設備 

        システム概略図、電力会社との契約方法について、省エネのための工夫等 

④ ガス設備 

   システム概略図、ガス会社との契約方法について、省エネのための工夫等 

 

○仕様確認書の伝達 

指針に示すとおり、計画目的、性能などを記した仕様確認書を施設管理者に引き

継ぐ。 

 

○現地での取扱い説明 

現地での取扱い説明は、時間的なゆとりを持って設定し、設計通りの環境性能を

発揮するため必要最低限の事項は、確実に理解してもらうよう努める。 

 

○相談対応窓口の設定 

現地での取扱い説明後も、施設管理者からの維持管理・機器操作に関する相談窓

口を決め対応する。 

 

４．施設運用時のチェックシート 

     運用段階において、より環境に配慮した施設運用を実現し、改善を図るための技術的

な要素を次にまとめる。 
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